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内 容
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・インフラメンテナンスの時代

・国交省の政策の方向性
・PPP/PFIによるインフラメンテナンスの具体的推進方策
・ウォーターPPP
・国の各種支援措置と財政措置

・土木分野のPFI実績
・包括的民間委託
・ウォーターPPP
・共同溝事業
・港湾整備事業等











インフラの実態と維持管理更新の状況 【まとめ】

５０年を過ぎ、古くなった。:維持管理が不足

十分な公的資金の確保ができない

担う公務員・職員が足りない

何とかしなければ

インフラ事故への対応 植野芳彦氏 セミナー動画 – 公民連携webプラットフォーム
９月１７日 インフラ劣化の真実と最新メンテ技術 トップページ



国土交通省の方向性
一番新しい PPPとインフラメンテナンスに関する国交省の資料
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detail_03-04.pdf

水関係インフラ:ウォーターPPP
R６年 水道事業の所管の変更 厚労省→国交省 上下水道参事官グループ

伊庭良知 ウォーターPPP事業推進について 岡山経済研究所主催セミナー 2025年度 第一回



国交省のPPP・PFIのとらえ方
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スモールコンセッション









土木分野への少しづつの進展

都市公園法の改正
パークPFIの進展

伊庭良知と調査役の「解説!よくわかる」公民連携PFI講座 Park PFI 編

ウォーターPPPの推進

今後、道路、橋梁、河川、港湾など土木分野がどのような形で前進するか?



ウォーターPPP

伊庭良知 ウォーターPPP事業推進について 岡山経済研究所主催セミナー 2025年度 第一回

e975a531d04ca98a4139f221d7de99e0.pdf



水道事業の概要
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水道事業 1263

簡易水道 702 

水道用水供給事業



国の方針

水道事業における官民連携に
関する手引き

ウォーターＰＰＰの概要

総合経済対策におけるウォー
ターＰＰＰへの支援について

水道事業経営の現状と課題

水道分野におけるウォーター
PPP（主に管理・更新一体マ
ネジメント方式）に関するQ＆

A

海外水インフラ協議会
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国土交通省 上下水道審議官グループ
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能登半島災害の例 避難所



国の体制の変更

• 生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律
（令和6年度成立）

１．水道整備・管理行政の機能強化
・厚生労働大臣から国土交通大臣に移管
・災害対応の強化や他の社会資本と一体となった効率的かつ計画的な整備等を促進するため、水道を、
公共土 木施設災害復旧事業費国庫負担法及び社会資本整備重点計画法の対象施設

• 災害対策基本法等の一部を改正する法律 （令和7年度成立予定)
１．水道復旧の迅速化

・日本下水道事業団が、被災した水道施設の修繕や復旧工事を行うことができる
・水道事業者は、災害時の水道の調査・復旧のため、住民等の土地に入り、止水栓を閉めることができる

• 上下水道分野のウォーターPPPの推進(詳細は後述）
• 予算の変更
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前年比令和7年度予算額(百万)項目
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事例紹介



最近【1年間程度】の国交省の発注
R7.8月 1349 国道139号線阿幸地電線共同溝PFI事業/中部地方整備局
R7.8月 1348 国道49号富田地区電線共同溝PFI事業/東北地方整備局
R7.3月 1312 一般国道３１号呉交通ターミナル運営等事業/中国地方整備局
R7.6月 1339 国道1 号上鳥羽南電線共同溝PFI 事業/近畿地方整備局
R7.6月 1340 大阪国道事務所管内道路照明施設整備等PFI事業/近畿地方整備局
R7.6月 1338 国道31号坂電線共同溝PFI事業/中部地方整備局
R5.12月1200 広島地方合同庁舎防災棟（仮称）整備等事業/中国地方整備局
R5.8月 1137 国道171 号幸電線共同溝PFI 事業/近畿地方整備局
R6.7月 1248 国道９号吉敷中電線共同溝PFI事業/中国地方整備局
R6.7月 1250 国道1号四日市茂福電線共同溝PFI事業/中部地方整備局
R6.8月 1261 国道17号北本(5)電線共同溝PFI事業/関東地方整備局
R6.8月 1264 国道４号茶畑地区電線共同溝ＰＦＩ事業/東北地方整備局
R6.8月 1144 国道３号 大窪地区 電線共同溝PFI事業/九州地方整備局
R6.1月 1207 一般国道２号 神戸三宮駅交通ターミナル特定運営事業等/近畿地方整備局
R5.7月 1139 国道56号 大原町・朝倉南地区電線共同溝PFI事業/四国地方整備局
R5.8月 1129 国道116号 美咲町・新光町電線共同溝PFI事業/北陸地方整備局
R5.9月 1147 国道41号高山地区電線共同溝PFI事業/中部地方整備局



国交省発注PFI事業:ほとんどが共同溝事業
共同溝事業の特徴

PFI-BTO手法:１００％サービス対価型 古いタイプのPFI事業
設計・工事対価:民間が負担し、国が事業期間で割賦返済
維持管理・点検等:民間に委託



令和７年度改正版
アクションプランで名前が上がっている土木分野は
水道・下水道・工業用水 ウオーターPPPの推進
道路 交通ターミナルについて、PPP/PFIの活用

高速道路のSA/PA等の施設のPFI手法活用
下関北九州道路についてエリア単位でのPFIの活用

スポーツ施設（スタジアム・アリーナ等） ８年度までに10件、１３年度まで40件
文化・社会教育施設 ８年度までに10件、１３年度まで35件
大学施設 ８年度までに 5件、13年度まで40件
公園 官民連携手法の多様化
MICE                   ＰＦＩ事業・公共施設等運営事業方式（混合型を含む）
導入
住宅 公的不動産利活用事業を積極的に活用
旅客ターミナル施設 ８年度までに 3件、13年度まで10件
公営水力発電 運営権事業に加え、民営化・民間譲渡など時代に合った経営
検討
自衛隊施設 ８年度までに20件、13年度まで50件



【包括的民間委託】道路包括的民間委託（東京都府中市）

37出典:「府中市道路等包括管理事業推進方針」（平成29年4月府中市）

・平成26年度から3年間、けやき並木通りにおいて、包括管理事業を実施。
・受託者は、前田道路・ケイミックス・第一造園共同企業体。
・コスト削減効果として約7.4％を得ることができたほか、苦情要望件数も減少（H25:87件⇒H28:40件）。
・来年度からは、更に区域を広げて事業を実施予定。

けやき並木通り

国交省資料

こういう一括化公民連携事業
実現までのコンサルティング

実行主体の民間コンソーシャム構築
民間がこの能力を!!



18年2月実施方針 高知県須崎市
公共下水道等運営事業（混合方式）



【包括的民間委託】かほく市上下水
道施設維持管理業務委託（石川
県かほく市）
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水道事業・下水道事業・農業集落排水事業の３事業の維持管理を一体で委託。
≪事業概要≫
【事業期間】５年３か月（Ｈ２２契約）
【契約金額】約８．４億円
【事業期間】Ｈ２５～Ｈ３０（５年間）
【事業者の業務】
○運転管理（運転監視、水質管理、調達管理、文書管理、保安管理）
○保全管理（保守点検・整備、補修、管路調査）
○その他（各種清掃、芝生管理、汚泥運搬、見学者対応、地域サービス関連業務 等）

対象施設事業

浄水施設 2 ヶ所・送水施設 4 ヶ所・配水施設 7 ヶ所・深井戸11 ヶ所①水道事業

処理場 2 ヶ所・ポンプ場 2 ヶ所・マンホールポンプ32 ヶ所・管路250km②公共下水道事業

処理場 15 ヶ所・マンホールポンプ 46 ヶ所・管路50km③農業集落排水事業

≪効果≫
○５年総額約7,500万円の委託費の削減（契約規模の増大による一般管理費用の削減、複数年契約により

薬品等の大量購入が可能に）
○民間事業者の提案による手法の導入（赤外線サーもグラフィ、ベアリングモニター、スマートフォンを活用した管理

システム）

【対象施設】

国交省資料



最たるものは運営権事業（PFI法第16条）
浜松市下水道事業:運営権の例

ア 義務事業 ：義務事業とは、業務の遂行が運営権者の義務となる事業

経営に係る業務 ・事業計画書の作成、実施体制の確保、財務管理、内部統制、情報公開 託等

・利用料金の収受・モニタリング・危機管理及び技術管理・環境対策及び地域貢献

改築に係る企画、調整、実施に関する業務 : ・更新 ・長寿命化・附設

維持管理に係る企画、調整、実施に関する業務 :・修繕 ・維持

イ 附帯事業

•附帯事業とは、既存の処理工程に捉われない新たな処理工程を導入

•義務事業と一体的に行うことにより費用縮減、収益発生、環境負荷低減等の効用が発揮される事業

附帯事業の例：汚泥処理と一体的に行う消化ガス発電事業や固形燃料化事業など









ありがとうございました。
一般社団法人 国土政策研究会

理 事 伊庭 良知

調査役 山本 久美

y.iba.jj2@gmail.com

kumi.yamamoto.mp@gmail.com
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